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憲法改正の限界

Q手続に従えばいかなる内容の憲法改正も許されるのか？

A憲法制定権権力の所在を示す国民主権、それと密接にかかわる人権尊重主義や平和主義を変更することは許されない

　　①憲法は「個人の尊厳」という基本価値を体現するものであり、個人の尊厳によって基礎付けられる「自由の保障」、「国民の憲法制定権力」は前憲法的な根本規範である

　　②憲法改正権は憲法典の外にある憲法制定権力を憲法内で制度化したものである

日本国憲法の制定と明治憲法の改正

Q日本国憲法は明治憲法の改正なのか新しい憲法なのか

※天皇主権から国民主権への変革は憲法改正の限界を超えているが…
A全く新しい別個の憲法であり、国民自ら制定した民定憲法である

　　①ポツダム宣言受諾により主権の所在が天皇から国民に変更されるという法的意味での革命がおこなわれ、明治憲法はポツダム宣言と矛盾する限りで改正条項を含めて失効したといえる

　　②明治憲法の改正手続が用いられたのは、法的連続性の外観を与えることによる混乱防止という政治的意図にすぎない

前文の裁判規範性

Q憲法前文に裁判規範性はあるか（平和的生存権を直接の根拠として裁判で争うことはできるか）

A本文各条項の解釈基準となりえても、裁判上の判断基準とはなりえない

　　①前文の内容は抽象的な原理や理念であって、本文各条項がそれを具体化している

国民主権の意味

Ｑ主権が国民に存する（前文）、主権の存する日本国民（1）における「国民」とはいかなる意味か

Ａ国民主権とは、権力の正当性の根拠が「全国民」にあるという正当性の契機が本質であるが、「有権者」が国の政治のあり方を直接かつ最終的に決定するという権力的契機が不可分に結合している
制度的保障の内容

Ｑ日本国憲法のもとでも制度的保障を強調する必要はあるのか

Ａ認めるとしても、侵害し得ない制度の核心部分が明確であり、制度と人権の関係が密接である場合に限定される

　　①制度的保障は制度の核心を立法権の侵害から守ることが目的だが、現行憲法では立法権も憲法によって拘束され、法律によれば国民の権利を侵害できるという形式的意味の「法律の留保」を認めない以上、制度的保障を採用する実益は乏しい

　　②制度的保障により制度が人権に優越して人権保障を弱める危険がある

外国人の人権享有主体性と保障される人権の範囲

Q外国人は人権の享有主体となりうるのか、主体となりうるとしてもいかなる人権が保障されるのか

※第3章の表題は「国民の権利」となっているが…

A権利の性質上、日本国民にのみを対象としているものを除いて外国人にも等しく保障される

　　①人権は前国家的性格を有している

　　②憲法は国際協調主義をとっている（前文3段、98Ⅱ）

外国人と憲法による参政権の保障

Q憲法上、外国人に国政や地方の選挙権、被選挙権、公務就任権が保障されているか

A国政レベル、地方レベルと問わず参政権は保障されない

　　①15条1項は国民主権の原理に基づいて、公務員の終局的任免権が国民に存することを表明したものである

　　②国民主権とは、国民の自律的意思によって国政を運営することを意味するのであるから、前文と1条に「日本国民」とあるように、国民主権原理における国民とは日本国籍者を指すことは明らか

　　③参政権は前国家的権利ではない
外国人と法律による参政権の保障

Q法律で外国人に選挙権を付与することは憲法上禁止されるのか

A 国政レベルは禁止される

　　①15条1項は国民主権の原理に基づいて、公務員の終局的任免権が国民に存することを表明したものである

　　②国民主権とは、国民の自律的意思によって国政を運営することを意味するのであるから、前文と1条に「日本国民」とあるように、国民主権原理における国民とは日本国籍者を指すことは明らか

A地方レベルでは一定の居住要件のもとで定住外国人に法律で選挙権を付与することは憲法で禁じられているわけではない（許容説）

①8章（地方自治）は、日常生活に密接な公共的事務はその地方の住民の意思に基づいて処理するという政治形態を憲法上制度として保障する趣旨である
　　②永住外国人など地方公共団体と特段に緊密な関係をもつに至った者について選挙権を付与することは、住民自治の理念に適合する

　　③法律の枠内で行われる以上（94）、地方自治体の行為は国民主権に反しない
　　④憲法は15条1項の国民と93条2項の住民を使い分けている

cf公務就任権については…

Ａ住民の権利義務を直接形成しその範囲を確定する行為（公権力の行使に当たる行為）や重要な施策決定に参画することを職務とする行為は、住民生活に直接間接に重大な利害を有するものであるから、国民主権の原理に基づき、国や地方公共団体の統治のあり方については統治者としての国民が最終的な責任を負うべきことに照らし、原則として日本国籍者が就任することが想定されている

外国人と社会権

Q外国人が生存権を主張して年金の支払拒絶を争うことはできるか

※社会権は後国家的権利であり、国家の財政事情の影響を受けるが…

A社会に居住し、国民と同一の法的・社会的負担を担っている定住外国人にも保障される

　　①社会権は人が社会の構成員として労働し、生活を営むことに基づく権利

　　②定住外国人は国民と同様の租税を払っている以上、財政事情（国庫負担性）が排除の根拠とはなりえない

　　③生存権も人権であり、個人の尊厳に必要不可欠な権利であるのだから、参政権のように形式的な国籍の有無で原理的に保障が排除されているとはいえない

外国人と再入国の自由

Q定住外国人の再入国の自由は保障されるのか

※入国の許否は国際慣習法上、国家の自由裁量によって決定しうるが…（判例も否定するが…）
A定住外国人については原則として肯定されるが、例外的に再入国が著しくかつ直接に日本国の安全や独立、日本国民の福利を害することが明白な場合は人権の内在的制約として否定される

　　①再入国の場合、その人物の人柄や行動は国の既知事項であり、生活の本拠が日本にある以上、単なる新規入国と同視できない
　　②生活の本拠が日本にあるなら、日本国民の海外旅行の自由（22Ⅱ）と同視できる

外国人の在留の自由と政治活動の自由

Q在留の自由は憲法上外国人に保障されているのか

A保障されない

　　①在留更新は入国の延長であり、国際慣習上、国家の裁量に委ねられる入国の自由と質的に同じ

Q政治活動の自由は憲法上外国人に保障されているのか

A国民の政治的意思決定に不当な影響を及ぼすような政治活動を除いて保障される

　　①政治活動の自由は自己実現／自己統治に不可欠であり21条によって保障される

　　②政治活動の自由は前国家的権利である

③外国人に保障することが情報の多様性を生んで民主主義実現に資する

　　④参政権的機能を有するため、国民主権の見地から制限を受ける場合がある

Q在留更新事由の有無を判断する際に、正当な政治活動を不利益に評価できるのか

※判例は憲法上の保障が外国人在留制度の枠内で与えられているに過ぎないとするが…
Aできない

　　①正当な人権行使を理由として、前提たる滞在の自由を一方的に奪うのは背理である

　　②在留拒否を認めてしまうと、不当な萎縮効果を生む

法人の人権享有主体性

Q法人は人権の享有主体となりうるのか

A性質上可能な限り法人にも適用されるが、自然人の人権を不当に制限してはならない

　　①自然人と同様に活動する社会的実体である

②現代社会において重要な構成要素である

法人と構成員との関係

Q法人の活動と構成員の自由が衝突する場合には、いかに調整を図るべきか

A当該団体の性格（強制加入団体か／公益目的か）／当該活動の内容や性質と⇔侵害される構成員の権利利益の内容／侵害の程度や態様を総合的に考慮して、「目的の範囲内か否か」「公序良俗に反しないか否か」を判断すべき

Q政治献金はどうか

※法人の政治活動の自由（21）と構成員の思想良心の自由（19）が衝突するが…
A強制加入団体や労働組合の場合は許されない

　　①政治献金は投票の自由と表裏をなすものであり、構成員各人が決定すべき事柄である

私人間適用の可否

Q憲法の規定を私人間に適用できるか

※憲法は国や公共団体と個人との関係を規律するものだが…

A制限される人権の性質／当事者間の関係／人権制限の理由などを総合的に考慮して、私法の一般条項を媒介として人権規定の価値を私人間にも及ぼすべき（間接適用説）

　　①憲法は原則的に、国や公共団体と個人との関係を規律するものであり、私人相互の関係を規律するものではない

　　②私人間における権利の矛盾衝突の調整は、原則として私的自治に委ねられている

　　③社会的権力による人権侵害の危険性が高まっている

特別権力関係理論の肯否

Q特定の国民が、法律や同意に基づき、国や自治体との関係において、法治主義／人権保障／司法審査を排斥するという特別権力関係を現行憲法下で認めることはできないのか

A形式的に特別権力関係を認めることはできず、いかなる人権がいかなる根拠からどの程度制約されるかを具体的に明らかにすべき

　　①憲法は基本的人権の尊重を基本原則としている

　　②憲法は国会を唯一の立法機関として徹底した法治主義の原則をとる

　　③異なる法律関係にある者を形式的に一括してとらえるのは妥当ではない

公務員の人権制約

Q公務員は一般国民とは異なる目的により人権制約を受けうるのか
※全体の奉仕者（15Ⅱ）とあるが…

A公務員関係の存在と自律性の確保を目的とした人権制約が認められ得るが、いかなる限度で制約できるかは、制約の必要性／制限される権利の内容や性質／制限の程度や態様などを総合的に考慮して決するべき

　　①全体の奉仕者は不明確であり、抽象的な公共の福祉論と変わらない

　　②憲法は公務員関係の存在と自律性を憲法秩序の構成要素として認めている（15、74④）
Qでは、公務員の政治活動はいかなる限度で制限できるか

A目的が必要不可欠でより制限的でない他の選びうる手段がない場合は許される（LRA）

　　①公務員も「国民」（第三章）であり、政治活動の自由を有する

　　②政治活動の自由は憲法21条で保障される重要な権利である（二重の基準論）
Ａ国公法は違憲である
　　①目的は公務員の政治的中立性であり、政党内閣制の下では公務員関係の自律性は「行政の中立性」によって確保維持される

　　②職務の種類（現業職員か否か）／活動の態様（勤務時間外か否か、施設利用の有無）によって規制の有無を使い分けることができ、これを考慮しない包括的な禁止は必要最小限度の手段といえない

Q公務員の争議行為はいかなる限度で制約できるか

A目的が重要であり、目的と手段に実質的関連性がある場合は許される（厳格な合理性の基準）

　　①公務員も「国民」（第三章）であり、労働基本権を有する

　　②労働基本権は労使の実質的対等を実現して生活基盤を維持強化するための権利であるが、精神的自由権と異なり、瑕疵があれば民主政の過程を通じて回復することが可能であり、国民代表機関たる国会の判断も尊重すべき（二重の基準論）
　　③争議権を全面的に排除するものであり、制限の程度は重大である
Ａ国公法は違憲である
　　①目的は公務員の職務の公共性（職務停滞により国民生活に重大な支障をもたらさないようにすること）であり、これによって公務員関係の自律性は確保されるから、目的は重要

　　②職務の種類（現業職員か否か）／活動の態様（争議行為の時間）によって規制の有無を使い分けることができ、これを考慮しない包括的な禁止は実質的関連性があるとはいえない

　　③勤務条件法定主義が妥当するとしても、そのプロセスにおいて利害関係人の介入を排除すべき理由はない

　　④市場の抑制欠如といっても、世論による抑止力は十分に働きうる

　　⑤代償措置の有無は、判断過程における補充的な一要素に過ぎない

在監者の人権制約

Q在監者は一般国民とは異なる目的により人権制約を受けうるのか

A在監関係の存在と自律性の確保を目的とした人権制約が認められ得るが、いかなる限度で制約できるかは、制約の必要性／制限される権利の内容や性質／制限の程度や態様などを総合的に考慮して決するべき

　　①憲法は在監関係の存在と自律性を憲法秩序の構成要素として認めている（18、31）
Q在監者の閲読の自由はいかなる限度で制約できるか
A目的が必要不可欠でより制限的でない他の選びうる手段がない限り許されない（LRA）

　　①閲読の自由は21条で保障される重要な権利である（二重の基準論）
Ａ監獄法は限定的に解釈することにより合憲
　　①目的は罪証隠滅と逃走の防止、監獄内の規律や秩序の維持であり、在監関係の存在や自律性の確保のため必要不可欠といえる

　　②規律や秩序を維持する上で放置できない程度の障害が生ずる相当の蓋然性が認められる場合にのみ制限を許す旨の規定と解釈されるべきものであり、より制限的でない他の選びうる手段は存在しない

Q喫煙の禁止はいかなる限度で認められるか

A目的が正当で目的と手段で合理的関連性があれば許される（合理的関連性の基準）

　　①14条以下の人権は例示列挙であり、幸福追求権（13条）は基本的人権を包括的に保障する規定であって、人格的生存に不可欠な権利が保障される

　　②喫煙の自由は人格的生存に必要不可欠とはいえず、13条によって保障されるわけではない

③喫煙の事由は、一般に認められた自由であって、人格の核を取り囲み全体としてその人のその人らしさを形成するものであるから、13条で保障されないにしても、「個人の人格尊重の原理」（13条前段）から、恣意的な規制は許されない
Q監獄法は合憲
A合憲

　　①目的は火災発生や通謀による逃亡と罪証隠滅の防止でありで、在監関係の存在や自律性の確保のために正当なものといえる
　　②手段と目的に合理的な関連性はある
在監者に対する検閲

Q文書発信の不許可は「検閲」（21Ⅱ）にあたらないか

※検閲は表現行為に先立つ行政権の事前内容審査による表現行為の禁止をいい、絶対的禁止が原則だが…
A在監目的の達成のためには、例外的に許される

　　①制限なく自由な通信を認めると、刑務所の秩序維持を図ることができなくなる

Ａ表現の自由の制限にあたるので、文書発信の不許可は、目的が必要不可欠でより制限的でない他の選びうる手段がない場合に限られる
公共の福祉の内容

Q公共の福祉（12、13、22Ⅰ、29Ⅱ）はいかなる意味をもつのか

A公共の福祉は、人権相互の矛盾や衝突を調整する実質的公平の原理として、すべての人権に必然的に内在するものであり、12条と13条の「公共の福祉」は基本的人権を各人に公平に保障するための必要最小限度の規制を意味し、22条と29条の「公共の福祉」は社会権を実質的に保障するために必要な国家権力の介入を意味する

　　①外在的（政策的）制約の根拠とすると、法律による人権制限が無限定となり、法律の留保のついた人権保障と同じ結果になってしまう

　　②人権は社会共同生活を前提に保障するものであるから、絶対的に無制約ではなく、他者の人権との調整のために一定の制約に服する

未成年者の人権制約
Q未成年者は成年者と異なる制約を受けるのか

A未成年者の健全な人格の形成と発展を目的とした人権制約が認められ得るが、いかなる限度で制約できるかは、制約の必要性／制限される権利の内容や性質／制限の程度や態様などを総合的に考慮して決するべき
　　①未成年者も日本国民である以上、当然に人権享有主体であり、原則として不当な制限は許されない

　　②成熟した判断能力を有しない未成年者保護の必要性は高い

　　③憲法も成年制度を採用している（15Ⅲ）

Q未成年者の選挙運動は、いかなる限度で制限することができるのか
A目的が必要不可欠でより制限的でない他の選びうる手段がない場合は許される（LRA）

　　①選挙運動は、21条によって保障される重要な権利である（二重の基準論）
　　②公開討論への場の参加という意味では、未成年者にとっても選挙運動の自由は重要な価値

Ａ公選法は違憲

　　①目的は公正な選挙の実現（判断能力の不十分な未成年者の選挙活動による選挙過程における弊害の防止）と、未成年者が激しい政治的抗争に巻き込まれて健全な人格の形成と発展が害されることを防止することにあり、必要不可欠といえる
　　②公正な選挙の実現のためには、個別的な違反行為に対応すれば足り、包括的に全面禁止する必要はない

　　③判断能力の程度を問わず、しかも刑罰を課すというのは、未成年者保護のためといっても、必要やむを得ない限度を超えている

新しい人権

Q13条を根拠に新しい人権は認められるのか（13条に具体的権利性はあるのか）

A14条以下は制定当時に重要視された人権の例示列挙に過ぎず、13条は人格的生存に不可欠な新しい人権を包括的に保障する規定である
　　①社会の変化に伴い、個人の尊厳を確保するために必要な権利を保障する必要がある

　　②基本的人権の保障の趣旨は、個人を人間として尊重し、自由な人格の形成と発展を支えるという点にあり、14条以下の人権規定による部分的な保障にとどまるものではない

　　③無制限に認めると既存の人権の価値が相対的に低下する（人権のインフレ化）

　　④無制限に認めると新しい人権が既存の人権の制約根拠として使用され、既存の人権保障が低下する

　　⑤幸福追求権は、13条前段の「個人の尊厳の原理」（平等かつ独立の人権価値を尊重すること）と結びついて理解されるべきである

　　⑥裁判所の主観的価値判断による権利創設は三権分立に反するおそれがある

プライバシー権と13条
Ｑプライバシー権は13条で保障されるのか

Ａプライバシー権とは人格的生存に不可欠な「自己の情報をコントロールする権利」として13条で保障される

①個人の尊厳の原理（平等かつ独立の人格価値の尊重）は、個人の自律的な社会関係の形成の尊重も含まれ、形成された社会関係によって規定される個人の自律的領域も尊重しなければならない

②高度情報化社会の現代においては、国家や企業による個人情報の収集保管は自律的領域に対する脅威
プライバシー権の請求権的側面の裁判規範性

Qプライバシー権の請求権的側面（自己情報開示請求権）に裁判規範性は認められるのか

※プライバシー権は情報コントロール権として13条で保障され請求権的側面を有するが…
A原則的には抽象的権利に過ぎず法律による具体化が必要だが、自己の重大な事柄についての明らかに誤った情報に対して抹消や訂正を求める場合には裁判規範性を認めるべき

①請求権者／開示範囲／要件など権利内容が不明確であり、原則的に裁判所の判断になじむものとはいえない

②情報の正誤など裁判所が判断できる場合もありうる
環境権の憲法上の根拠

Q環境権（良好な環境を支配して享受する権利）は人権として憲法上保障されるのか

A13条と25条によって保障されている

①13条は人格的生存に必要不可欠な権利を包括的に保障するものであり、良好な環境の享受は人格的生存に不可欠である

②健康で文化的な最低限度の生活（25条）を維持する上で、良好な環境の享受は必要最小限の条件である

環境権の法的性格

Q環境権は具体的権利であり裁判規範性を有するといえるか

A具体的権利性は認められない

①権利主体（住民の範囲）／権利の内容／権利の客体が不明確
表現の自由と名誉やプライバシー

Ｑ表現行為によって相手方の名誉を侵害した場合は、相手方は損害賠償の請求ができるのか

Ａ公共性を有する事実である限り、原則として損害賠償責任を負わないが、例外的に故意にor相当な根拠もなく虚偽の事実を摘示したような場合には責任を負う
　　①表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するものであり、他の人権に優越する重大な意義を有する

　　②公共性を有する事実については、萎縮することなく自由に議論することを確保するため、真実性の有無にかかわらず表現行為は原則的には制限されてはならない

Ａ差止めを求める場合には、例外的事情として、さらに、回復困難な損害を受ける場合であることが必要
　　①適正な司法手続きを通じて行われるので、行政権による表現行為の禁止たる検閲には当たらない

　　②差止めは表現行為の事前抑制であり、事後規制に比べて表現の受け手の知る自由を全面的に奪い、抑止的効果が広汎になりやすいから、差止めが認められるためには、差止めを行う強度の必要性が認められなければならない

Ｑ表現行為によって相手方のプライバシーを侵害した場合は、相手方は損害賠償の請求ができるのか

Ａ公共性を有する事実である限り、原則として損害賠償責任を負わないが、例外的に相手方のプライバシー侵害のみを目的とするような不当な意図がある場合には責任を負う
　　①表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するものであり、他の人権に優越する重大な意義を有する

　　②公共性を有する事実については、萎縮することなく自由に議論することを確保するため、表現行為は原則的には制限されてはならない

Ａ差止めを求める場合には、例外的事情として、さらに、回復困難な損害を受ける場合であることが必要

　　①適正な司法手続きを通じて行われるので、行政権による表現行為の禁止たる検閲には当たらない

　　②差止めは表現行為の事前抑制であり、事後規制に比べて表現の受け手の知る自由を全面的に奪い、抑止的効果が広汎になりやすいから、差止めが認められるためには、差止めを行う強度の必要性が認められなければならない

「法の下」の意味

Q「法の下」の法は法律であり、法律適用の平等のみを指すのか

A法内容の平等を指し、14条1項は立法者も拘束する（立法者拘束説）

　　①法の内容が不平等の場合に、それを平等に適用しても意味がない
　　②憲法はすべての国家権力が正義の法たる憲法に拘束される法の支配の原理を採用している（98Ⅰ、81、76）

絶対的平等と相対的平等

Q平等とは一切の差別的取扱いを禁止するものか

A各個人の事実上の差異に応じた合理的区別は許される

　　①事実上の差異を無視して形式的に平等を貫くことはかえって人格価値の不平等を招く

14条1項前段と後段の関係

Q14条1項後段の列挙事由に意味はあるのか

A例示列挙ではあるが、単なる例示ではなく「不合理な差別」の例示とみるべきであり、列挙事由に基づく差別は原則として法の下の平等に反して許されない

　　①限定列挙とすると、時代による変化に対応できない

　　②列挙事由のうち人種／性別／社会的身分／門地は、出生によって決定されるものであり、こうした「生まれ」による差別を認めないことは平等思想の根源であり、民主制の核心の一つである
　　④列挙自由のうち信条は、民主制の基本に関わる価値として絶対的にその自由が保障されるべきものである

　　③条文上明記している以上、特別な意味を与えるべき

Ｑ社会的身分とは何を意味するのか
Ａ生まれによって決定され自己の意思では変えることができない社会的な地位や身分をいう（非嫡出も社会的身分）
14条1項の審査基準

Q「合理的な区別」か「不合理な差別」か、いかなる基準で判断すべきか

A列挙事由に該当するか否か、対象となる権利の性質に応じて判断すべきである

　　→列挙事由に該当する区別は、厳格な審査基準（LRA）

　　→精神的自由権／選挙権の区別も、厳格な審査基準（LRA）

　　　　①精神的自由権と選挙権は民主制の過程に必要不可欠な人権

　　→消極目的規制の経済的自由権の区別は、厳格な合理性の基準

　　→積極目的規制の経済的自由権の区別は、緩やかな基準

積極的差別是正措置の違憲審査基準

Qアファーマティブ・アクション（積極的差別是正措置）はいかなる範囲で認められるか

※性別は列挙事由であり、合理的差別の厳格な審査基準が適用されるが…

A違憲審査基準はある程度緩和すべきであり、目的が重要で手段と実質的な合理的関連性があれば認められる（厳格な合理性の基準）

　　①14条1項は社会国家（25）理念に基づき実質的平等の確保の要請も含まれており、積極的差別是正措置は実質的平等の実現に資するものである

　　②無制限に認めると、逆差別の問題を招きかねない

思想及び良心の自由の意味

Q内心に留まる限り絶対に保障される「思想良心」とはいかなる意味か

A世界観／人生観／政治的意見のように、人格形成に役立つ内心の活動を指す

　　①人格形成に無関係な内心活動も保護するとすると、思想良心の自由の高度の価値を希薄化するおそれがある

沈黙の自由

Q沈黙の自由（思想良心の告白を強制されないこと）は19条で保障されているのか

※消極的表現の自由として21条で保障されているとも考えられるが…

A19条で保障され、国家権力が告白を強制し、または、思想良心を推知するために何らかの手段を講じることは19条で絶対的に禁止される

　　①思想良心の自由は内心にとどまる限り絶対的に保障されるものであり、公共の福祉による一定の制約が認められる表現の自由での保障にとどまるものではない

Ｑ謝罪広告は沈黙の自由に反するのか

A過去の事実に対する認識が誤っていたことを告白し陳謝の意を表す程度のものは、人格形成に役立つ内心の活動とはいえず、思想良心に含まれないから、19条には反しないが、思想信条を有していたことへの謝罪は19条に反する

A事実の知／不知など思想良心に含まれないものは、21条によって保障されるが、「公共の福祉」による一定の内在的制約に服する

信教の自由の限界

Q信教の自由の制約は認められるのか

A内心に止まる限り絶対的に保障されるが、外部に発現されて他者の権利利益と衝突し具体的な害悪を及ぼす場合には「公共の福祉」（13）による内在的制約に服し、目的が必要不可欠で制限的でない他の選びうる手段がない場合は制限を受ける

　　①精神的自由権は自己実現、自己統治において極めて重要な権利（二重の基準論）

　　②外部的行為は内心の信仰と密接不可分の関係にあり、精神的自由権の中核をなす

宗教的人格権（宗教的プライバシー権）

Q「静謐な環境の下で信仰生活を送る利益」は憲法上保障されるのか

A13条により保障される

　　①宗教信仰者にとって信仰生活を送ることは人格的生存に不可欠な利益といえる

　　②強制により信教の自由を妨害されない限り要請される「寛容」とは、宗教的多数者による宗教的少数者への圧迫である

政教分離原則の法的性格と救済のあり方

Q政教分離原則違反を人権侵害と構成して裁判所の救済を求めることができるのか

A政教分離は、信教の自由を制度として保障するものであり、政教分離原則違反のみを理由とした救済は、法律上の争訟にあたらない
　　①政教分離原則は国家に対する禁止命題であり、人権としての具体的内容が明確でない以上、政教分離原則を人権規定と解釈することはできない

A他の人権規定で保障された基本的人権の侵害が生じている場合は「法律上の争訟」にあたり、住民訴訟も可能
政教分離原則違反の基準

Qいかなる場合に政教分離原則違反となるのか、「宗教的活動」とは何か

A①目的が宗教的意義をもつ場合／②効果が当該宗教を援助・助長・促進・圧迫・干渉する場合／③当該宗教との間に過度のかかわりがある場合－のいずれかに該当する場合は、「宗教的活動」として政教分離原則違反となる
　　①福祉国家として宗教団体に対しても他の団体と平等の社会給付を行わなければならないから、宗教的中立性とは国家と宗教とのいかなる関わりあいも認めないものではない

②過去の歴史的教訓を踏まえ、国家と宗教は厳格に分離されるべきとするのが憲法の原則である

　　③判例は、目的や効果を材料としてかかわり合いの社会的相当性を判断するが、目的効果基準を相対化することは本来厳格であるべきの政教分離を緩めるおそれがある

政教分離原則と信教の自由

Q生徒の信教の自由を尊重して代替措置を講じることは政教分離原則に反するのか

※宗教上の理由を考慮する点で目的が宗教的意義を持つように思えるが…

A反しない

　　①政教分離規定は信教の自由を制度的に保障したものであり、両者は二律背反の関係に立つものではない
　　②代替措置の目的は、単位不認定回避という世俗的なものである

　　③他の生徒に不公平感を与えない適切な方法であれば、特定宗教に対する援助や圧迫という効果はもたらさない

　　④履修拒絶の理由について客観的一般的に判断することが可能であり、過度のかかわり合いを促すこともない

大学の自治と制度的保障

Ｑ大学の自治は23条によって保障されるのか

Ａ学問の自由を制度として保障するものとして23条によって保障される

　　①大学が外部勢力の干渉を受けると、研究者の研究活動の自由がそこなわれるおそれがある

大学の自治と学生

Ｑ大学の自治において学生はどのような地位を占めるのか

※判例は研究者の学問の自由と自治の効果として施設の利用が認められるにすぎないとするが…

Ａ学生は大学の自治の主体とはなり得ないが、大学における不可欠の構成員として大学自治の運営に対して要望／批判する権利を有し、それ以上の学生の参加についても研究者の自治と矛盾しない限度で各大学が自主的に決定すること

ができる

　　①教員との間の精神と精神の交渉過程こそが大学の特色であり、学生は単なる施設利用者ではない

　　②学生は研究に従事する存在として教授とは地位も役割も異なる
大学の自治と警察権
Ｑ大学内への警察の立ち入りは大学の自治を侵害しないのか

Ａ裁判官の発する令状による場合、緊急その他やむを得ない事由がある場合を除いて、原則として大学側の許諾や了解を得て行うべき

　　①大学も治外法権ではない

　　②秩序維持名目での警備公安活動を警察側の一方的判断で認めてしまうと、学問の自由や大学の自治が侵害されるおそれが大きい

二重の基準の理論

Q精神的自由権（特に表現の自由）に対するに対する制限はいかなる限度で認められるのか

A厳格な基準により審査すべき
　　①精神的自由権は個人の人格の形成発展に直接かかわる重要な権利である

　　②精神的自由権が侵害されると民主政の過程に瑕疵が生じて自己回復が困難であるので、裁判所が積極的に介入して民主政の過程自体を回復させる必要がある

　　③経済的自由権については、民主政の過程が正常に機能する限りそれによって不当な規制を除去是正することが可能であり、司法が積極的に介入するより国民代表機関たる立法府の裁量を尊重する必要が大きい

　　④経済的自由権については、社会経済政策の問題との関係が大きく裁判所の判断になじまないが、精神的自由権の場合は裁判所の審査能力は特に問題とならない（機能論的アプローチ）

　　⑤特に表現の自由は、言論活動によって国民が政治的意思決定に関与するという民主政に資する社会的価値をもつ（自己統治の価値）

内容中立規制の違憲審査基準

Q時／場所／方法に対する制限については、広く認められるのか

※表現内容に着目した規制ではなく、他の手段で表現行為を行うことはできるが…

A内容中立規制についても厳格な基準で判断すべき

　　①内容規制と内容中立規制は明確に区別できない場合が少なくない

　　②内容中立規制の名の下で特定表現が狙い打ちされる危険がある

　　③内容中立規制も表現の自由を脅かすおそれがある点で内容規制と同様であり、内容中立規制を広く認めれば表現の自由の優越的価値を認めた意義が失われる

知る権利

Q 「知る権利」は21条1項により保障されるか

※表現の自由は、内心の精神作用を外部に公表する自由をいうのが本来の意味だが…
A情報の収集活動が公権力によって妨げられない権利（知る権利の自由権的側面）とともに、公権力に対して情報の開示を請求するという意味での知る権利（知る権利の請求権的側面）が21条によって保障される

①表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有しており、情報の収集／提供／受領という自由な情報流通の確保を前提としている

　　②自己の思想や意見を形成するためには情報の入手が必要不可欠である

　　③表現の自由は「受け手」の存在を前提としている

　　④国家やマスメディアに情報が集中する現代においては、個人が自分で必要な情報を入手するのは極めて困難

知る権利の裁判規範性

Ｑ知る権利に基づいた国家に対する情報開示請求権は21条1項を根拠になすことができるのか

Ａ公開の基準や手続についての具体的立法がない限り請求はできない

　　①21条1項のみでは権利の内容が抽象的で不明確である

　　②一般的抽象的に情報開示を認めると個人のプライバシーを侵害するおそれがある

報道の自由

Ｑ事実の発表に過ぎない報道の自由も21条で保障されているのか

Ａ保障されている

　　①民主主義社会において国民が国政に関与するうえでの判断資料を提供して知る権利に奉仕するものである

　　②事実の伝達であっても編集という知的作業を通して送り手側に意思が働いている

取材の自由（取材源の秘匿）

Ｑ取材の自由は21条で保障されているか

※判例は21条の精神に照らして十分尊重に値するものとするが…
Ａ保障されている

①表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有しており、情報の収集／提供／受領という自由な情報流通の確保を前提としている

②国民の知る権利を充たすためにも、取材活動の自由を認める必要性は極めて高い

取材の自由と公正な裁判の実現

Ｑ取材源の開示を要求されない権利は憲法により保障されているのか
Ａ取材源の開示を要求されない権利は21条によって保障される権利であり、公正な裁判実現という目的達成のために、より制限的でない他の選びうる手段がない限り、原則として証言拒絶が認められる

①表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有しており、情報の収集／提供／受領という自由な情報流通の確保を前提としている

　　②取材源秘匿権は自由な情報流通の確保という公衆の利益を確保する上で重要

Ｑ取材源との関係を通じて得られた情報の開示を要求されない権利は憲法により保障されているのか
Ａ情報源との関係を通じて得られた情報の開示を強要されない権利は21条によって保障される権利であり、情報が公開済みのものだけであったり、公衆での取材や取材源が開示を承諾しているなど取材源秘匿の必要性がない場合を除いて、公正な裁判実現ないし適正迅速な犯罪捜査の遂行という目的達成のために、より制限的でない他の選びうる手段がない限り、原則として国家機関による収集は認められない

①表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有しており、情報の収集／提供／受領という自由な情報流通の確保を前提としている

　　②取材源との関係を通じて得られて情報を開示することは、取材源との信頼関係を破壊して将来の取材活動を制約するおそれが高く、自由な情報流通の確保という公衆の利益を侵害する

取材の自由と国家機密

Ｑ取材活動によって得た国家機密を公表する行為は情報漏示そそのかし罪に該当するのか

Ａ国家機密とは裁判所が実質秘（非公知の事実＋秘密の必要＋違法でない）と認定したものであって、また国家機密に該当したとしても社会的に相当な取材活動は違法性が阻却されると考えるべき

　　①行政庁の秘密指定事項を国家機密とすれば、行政権が一方的に情報を操作できることとなり、知る権利が有名無実化する

　　②実質秘の判断を行政庁に委ねるのは濫用の危険が高く、三権分立の意義を失われる

　　②取材の自由は21条で保障された権利である

取材の自由と法廷秩序の維持

Ｑ法廷内でメモをとる自由、写真を撮る自由は、憲法上保障されているのか
Ａ憲法21条により保障されるが、公正円滑な訴訟運営の維持という目的達成のために、より制限的でない他の選びうる手段がない場合には制約される

　　①裁判の公開（82Ⅰ）の趣旨は、裁判の公正とそれに対する国民の信頼を確保する点にあり、人権の根拠にはならない

②表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有しており、情報の収集／提供／受領という自由な情報流通の確保を前提としている

　　③メモ採取／写真撮影は情報収集権として自由な情報流通の確保の一部をなすものであり、いかなる情報収集手段をとるかも憲法上の権利といえる

アクセス権

Ｑ新聞社に対して名誉毀損罪が成立しない場合でも、21条を根拠に新聞社に対して自己の意見の表明を求めることはできるのか

※報道の自由は国民の知る権利に奉仕するものであり、情報の集中化が進む現代においては必要性は高いが…
Ａ認められない
　　①アクセス権は、マスコミの消極的表現の自由や編集の自由の侵害なくしては成り立たない

　　②アクセス権を認めることは、メディアに対する広範な公権的規制の道を開く危険があり、萎縮的効果も大きい

　　③21条によって直接私人間において請求権が生ずるものではない

放送法の合憲性

Ｑ政治的公平性を定める放送法は報道の自由を侵害しないのか

Ａ法的義務を定めたものであれば違憲

　　①電波メディアも技術の進歩によって限定されたものではなく、周波数の有限性は電波メディアに対する規制の根拠とはなりえない

　　②視聴率確保のために娯楽化や画一化の傾向が顕著であるとしても、その是正は国家の役割ではなく、電波メディアと視聴者がなすべき問題である

選挙運動の自由の限界

Ｑ選挙運動の自由は憲法により保障されているのか
Ａ選挙運動の自由は21条によって保障され、公正な選挙の確保という目的を達成するために、より制限的でない他の選びうる手段がない場合には制約される

　　①選挙運動は表現活動であり、国政に関する情報についての国民の知る権利に奉仕するものとして、表現の自由として保障される

　　②選挙の公正は民意を正確に反映して議会制民主主義を機能するための必要不可欠な目的である

　　③代表制民主主義の下での選挙は国民主権の具体的行使であって、公正な選挙の実現は国民の知る権利が最大限保障されていることを前提として初めて認められる

Ｑ戸別訪問の一律禁止は選挙運動の自由を侵害することにならないか

Ａ買収や利益誘導などの不正行為の防止には取締強化で対応でき、国民の生活の平穏の保護には訪問時間や方法の制限で図ることができ、過当競争防止には選挙費用の制限で達成することが可能であり、情実による投票の防止はそもそも戸別訪問によって生じるとも言い切れないから、より制限的でない他の選びうる手段があり違憲

差別的表現の自由

Ｑ差別的な表現も21条による保障を受けるのか

Ａ保障される

　　①差別的表現か否かの区別は不明確であり、萎縮的効果を招くおそれがある

②表現の自由は、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有しており、情報の収集／提供／受領という自由な情報流通の確保を前提としている

　　③差別的表現であっても自由な討論を通した言論による対抗によって判断されることが望ましい

営利広告の自由

Ｑ営利的な目的でなされた言論も21条による保障を受けるのか

※表現の自由は、内心の精神作用を外部に公表する自由をいうのが本来の意味だが…
Ａ21条によって保障される

　　①営利目的での公表なのか精神作用を公表したのかは区別が判然としない

　　②営利目的であっても、情報の受け手にとっては重要な生活情報であって知る権利に奉仕するものといえる

営利広告の自由の限界

Ｑ営利的表現の自由に対する制約は、経済的自由権と同様に緩やかに判断されるのか

Ａ目的が重要であり、目的と手段の間に実質的に関連性があり、目的達成のためにより制限的でない他の選びうる手段がない場合には制約が認められる

　　①営利的表現は国民の健康や日常生活に直接影響するところが大きい

　　②政治的表現と比較すると、自己統治の価値が希薄であり、裁判所による真実性の客観的判定にもなじみやすい

表現の自由と美観風致の維持

Ｑ美観風致の維持を目的に表現の自由を制約できるのか

Ａ公衆への危害防止を達成するためにより制限的でない他の選びうる手段がない限り認められる

　　①美観風致の維持という目的は、人によって感じ方が異なるものであり、行政による恣意的運用の危険も高く、必要不可欠な目的ということはできない

検閲の意義

Ｑ検閲とはいかなる意義をもつのか

Ａ検閲とは、行政権が表現行為に先立つ事前の内容審査により受領を含む表現行為を禁止することをいう

　　①歴史的に表現の自由の侵害者は行政権であることが多く、それを防止する必要性が極めて高い

　　②対象を「思想内容などの表現物」に限定することは、思想と事実の区別が困難であるとともに、思想内容以外の内容審査を広汎に許容することとなりかねず、妥当ではない

　　③表現の自由は「知る自由」を含むから、「発表の禁止」に限定すべきではない

検閲の禁止の限界

Q検閲はいかなる例外も認められないのか

A絶対的禁止である

　　①憲法は21条1項から事前抑制禁止の法理が導かれるにもかかわらず、あえて2項を設けた趣旨は、検閲は国民の知る権利を全面的に奪うものであり、明確な基準がなく行政権による濫用の危険性にかんがみて、公共の福祉による例外を認めないところにある

Q税関検査は検閲に当たるのか

A検閲にあたり許されない

　　①行政権が表現行為に先立つ事前の内容審査により受領を含む表現行為を禁止することにあたる

　　②国外において発表済みであることは、国民の知る権利とは無関係であり、検閲に当たらないことの理由にはならない

　　③関税徴収手続であるとしても、検閲の場合は手続的保障が不十分な行政機関が事前差止めを行うこと自体が問題なのであって、目的が何であるのかは関係がない

　　④司法判断が残されていることは当然のことであって事前規制を許容する理由にはならない

Q教科書検定は検閲に当たるのか

Aあたらない

　　①一般図書として発行は妨げられていない

事前抑制禁止の法理
Q公権力が表現行為に先立って表現行為を抑制することは、いかなる場合に許されるのか

A表現行為を事前に抑制しなければならない強度の必要性があり、公権力の裁量によって恣意的な運用がなされるおそれがないと認められる場合（基準が明確である場合／司法審査を経る場合）には、事前抑制が認められる

①事前抑制は事後規制に比べて表現の受け手の知る自由を全面的に奪い、抑止的効果が広汎になりやすい
デモ行進の自由

Qデモ行進の自由は憲法上保障されるのか

A21条1項（集会の自由）として最大限の保障がなされるべき

　　①動く公共集会であり集会の一種である

②集会の自由は、表現の自由の一類型として、国民主権原理に基づく政治的民主主義にとって不可欠な「自由な討論」を担保するという意味で極めて高い価値を有している

　　③デモ行進は、マスメディアを事実上利用できない一般国民にとって自己の意見を表明する重要な手段である

デモ行進の許可制

Qデモ行進をする場合に事前に警察署長等の許可を求める公安条例ないし道交法は憲法に反しないか

A許可制であっても、他の道路や公園利用者の利益を保護するために必要最小限度の範囲で規制場所や態様／許可基準が明確に定められ、一定期間内に拒否決定がなされなければ許可されたものとみなす旨の規定があるなど、実質的に届出制と同視できる場合は必要最小限度の制約として認められる

　　①表現の態様を外形的に規制するものであり、表現内容を審査するものではないので検閲にはあたらないが、事前抑制には該当する
　　②デモ行進は集団での行動を伴うものであり、デモの重複による混乱や一般利用者の権利や利益との衝突の可能性があるため、事前に調整することが必要不可欠といえる
A規制文言が通常の判断能力を有する一般人の理解において明確性を欠く場合は、文面上無効の判決を下すべき

　　①規制文言が不明確の場合は、行政権による濫用の危険が生じるとともに、表現活動への萎縮効果が生じる

営業の自由の法的根拠

Q選択した職業を遂行する自由である営業の自由についても22条1項により保障されるのか

A営業の自由は22条1項により保障される

　　①職業選択の自由の保障は、選択した職業を遂行する自由を保障することで初めて実質化される

経済的自由権の限界と二分論

Q経済的自由権の制約はいかなる範囲で認められるのか

A合憲性の推定が及び、立法府の判断を尊重すべきであるが、具体的にいかなる制約が認められるかは、「規制の目的／必要性／内容」と「制限される自由の性質／制限の程度や態様」を比較衡量した上で決するべきである

　　①憲法は生存権（25）など社会権を保障しており、福祉国家を実現するための国家の介入として、経済的自由権は「公共の福祉」（22、29Ⅱ）による制約が予定されている

　　②経済的自由権は、民主政の過程そのものに瑕疵が生じる精神的自由権と異なり、民主政の過程が正常に機能する以上、それによって不当な規制を除去是正することが可能であり、かつ、社会経済政策の問題と関連することが多いから、精神的自由権の場合のように司法が積極的に介入するよりも、国民代表機関たる立法府の判断を尊重するべきである

　　③積極目的か消極目的か明らかでない場合も多く、規制目的は違憲審査基準を決する重要な判断要素として把握すべきだが、規制の程度や態様なども判断要素として加えるべき

A社会にもたらす弊害を防止するための消極目的規制の場合には、原則として、目的が重要で、目的と手段との間に実質的関連性がある場合に制約が認められる

　　①消極目的規制の場合は、警察比例の原則が当てはまり、害悪発生の危険性を裁判所が客観的に判断することが可能であるから、裁判所の介入をある程度認めることが国民の福利に役立つ

A社会全体の調和的発展や社会的弱者救済を図るための積極目的規制の場合には、原則として、目的が正当で、手段が明らかに著しく不合理でない限り、制約が認められる
　　①積極目的規制の場合は、社会経済政策を遂行する上での高度の政治判断であり、政策的判断に優れる政治部門の意思を尊重することが国民の福利に役立つ

A積極目的規制であっても、著しく権利を制約する場合（新規参入制限など職業選択の自由そのものの制約／競争制限的規制など本人の能力に関係のない制約）には、厳格な合理性の基準で判断すべき
海外旅行の自由と制限

Q海外旅行の自由は憲法によって保障されるのか、旅券法13条1項7号によって制約することは違憲か

A海外旅行の自由は海外移住の自由（22Ⅱ）によって保障され、旅券法は明確性の原則に反して法令違憲

　　①海外旅行の自由も広い意味で「移転の自由」ではあるが、22条1項は国内関連の規定、22条2項は国外関連の規定であるから、「海外移住の自由」に含まれると解される

　　②海外旅行の自由は居住移転の自由と同様に、人格の形成発展に資するという精神的自由ないし人身の自由と密接な関連を有しており、合憲性は厳格な審査基準によって判断すべき

　　③精神的自由としての側面を有する海外旅行の自由の一般的禁止は原則として認められず、外務大臣の旅券の発給は許可行為ではなく、身分証明書／保護依頼書たる旅券を発給する公証行為であり、外務大臣が申請者に関係のない国際情勢などを考慮する余地はない

　　④人身の自由や精神的自由と密接な関係をもつ以上、規制立法は通常の判断能力を有する一般人の理解において明確であることが必要であり、法令の意味を不明確にする合憲限定解釈は萎縮的効果をもたらすので許されない

29条1項による財産権保障の意義

Q29条1項は個人の具体的財産権を保障する趣旨か、私有財産制度を保障する趣旨か

A私有財産制が制度として保障されるという前提のもとに、個人の個別具体的な財産権が基本権として保障されている

　　①29条1項は「財産権」と規定している

　　②財産は生活に必要不可欠であり、個人の自由かつ独立な人格の存在を可能にする経済的基盤である

条例による財産権の制約

Q「法律」ではなく「条例」で財産権の内容を定めることは29条2項に反しないのか

A条例による財産権制約は許される

　　①29条2項が「法律で定める」とする趣旨は、財産権制約に民主的コントロールを及ぼして不当な財産権侵害を防止するという点にある

　　②条例は、住民によって選ばれた議員により構成される地方議会が制定するものであり、法律と同様に民主的基盤を有している（93Ⅰ、93Ⅱ、94）

財産権の補償と「公共のために用いる」

Q「公共のために用いる」（29Ⅲ）は、公物や公共施設の用に供するための収用を意味するのか

A広く社会公共の利益のためになるものを意味し、公共収用には限定されない

　　①土地に対する社会的制約の必要性が増大した現代においては、公共性を拡張して補償を拡大することによって、財産権の補償を貫くべきである

補償の要否

Q公共のために私有財産が用いられる場合に、補償を要するのはどのようなときか

A規制の目的と侵害の程度を総合的に考慮して特別の犠牲を負ったといえる場合には補償が必要

　　①29条3項の趣旨は、適法になされた公権力行使によって財産権が侵害された場合に、特別の犠牲を生じた者に公平の観点から全体の負担で損失を填補するという点にある

　　②規制対象が一般的か特別的か、規制目的が消極的か積極的かは、相対的な概念であり、侵害の程度を加味して総合的に判断することが財産権の保障に資する

A財産権の剥奪や本来の効用の発揮を妨げる制限→特別の犠牲

A社会全体の調和的発展や社会的弱者救済を目的（積極目的）→肯定に傾く

A社会にもたらす弊害を防止する目的（消極目的）―――――→否定に傾く
　　①積極目的は、公益を現在よりも増進するための権利制限であり、社会的公平の見地から損失は全体で負担すべき

　　②消極目的は、他の人権との矛盾衝突を調整する上で財産権に内在する制約であって制限が合憲である以上、特別の犠牲とはいえない

正当な補償の意義

Q「正当な補償」（29Ⅲ）とは、どの程度の補償をいうのか

A財産権の侵害や剥奪により生じた損失のすべてを補償することが必要

　　①29条3項の趣旨は、適法になされた公権力行使によって財産権が侵害された場合に、特別の犠牲を生じた者に公平の観点から全体の負担で損失を填補するという点にある

　　②損失のすべての補償がなされなければ、29条3項の趣旨に反する

補償規定を欠く場合

Q法律に基づく補償規定がない場合／不十分な場合には、直接29条3項に基づいて補償請求できるのか

A直接29条3項に基づいて補償請求できる

　　①財産権の保障と平等原則から直接請求を認める必要がある

　　②被侵害利益の時価を基準とすることで権利内容が明確になる

生命身体の侵害と補償

Q違法無過失で生命身体に対する侵害に対して国に対する国賠請求が認められない場合に、29条3項を用いて補償を請求できるのか

A29条3項を類推適用して被害者救済を図るべき

　　①29条3項の趣旨は、適法になされた公権力行使によって財産権が侵害された場合に、特別の犠牲を生じた者に公平の観点から全体の負担で損失を填補するという点にある

　　②公共の利益のために生命身体について特別の犠牲を強いられた被害者は、13条、14条1項、25条の趣旨に照らし、その損失は全体の負担するのが相当である

　　③財産上の特別な犠牲が課せられた場合と、より重要な生命身体に対して特別の犠牲が課せられた場合とで、後者を不利に扱う合理的根拠はない

　　④生命身体の損害を財産的価値に換算することも可能である

生活権の補償

Q現物補償や生活再建措置などの生活権補償や精神的損失に対する補償も29条3項によって請求できるのか

A生活権補償は25条の趣旨に照らして解釈される29条3項の「正当な補償」に含まれ、憲法上の要請といえるが、いかなる手段により補償を図るべきか不明確であるから、立法による具体化が必要であり、精神的損失は29条3項の「正当な補償」に含まれると考えるべき

　　①29条3項の趣旨は、適法になされた公権力行使によって財産権が侵害された場合に、特別の犠牲を生じた者に公平の観点から全体の負担で損失を填補するという点にある

　　②29条3項の趣旨からすれば、「正当な補償」は損失のすべてを補償することが原則であり、生活権補償をしなければ、財産の収用による損失を完全に補填したとはいえない

　　③財産が権利者の生存権を実質的に支えるものである場合には、生存権保障という視点から正当な補償を解釈する必要がある

　　⑤経済的損失に限られず、精神的損失についても特定人が受忍限度を超える精神的損失を受けるのであれば全体の負担において調整するのが29条3項の趣旨に合致する

31条の保障内容

Q刑罰手続の法定を定める憲法31条は、手続内容の適正も保障しているのか、刑罰に関する実体法の法定も保障しているのか、その適正も保障しているのか

A適正手続（告知／弁解／防御の機会）／罪刑法定主義／実体の適正（刑罰規定の明確性／罪刑の均衡／謙抑主義）のすべてが31条によって保障されている

　　①31条の趣旨は、国家による不当な刑罰権行使を防止して国民の自由を守るという点にある

　　②手続が法定されていても、手続内容が不当な場合、実体法が法定されていない場合、実体法の内容が不当な場合には31条の趣旨をみたすことはできず、人権規定が立法者も拘束するという法の支配の精神と調和しない

　　③「法律の定める手続」は「法律の定める方法」を意味するにすぎない

　　④遡及処罰の禁止（39）や行政命令による罰則の禁止（73⑥）が明示されているのに、これらの前提となる罪刑法定主義という重要原則が黙示的にしか定められていないとすることは疑問

　　⑤手続に適正さを求める以上、実体法の内容についても適正さを求めるのが一貫する

　　⑥31条を刑事手続に関する一般規定ととらえ、刑事に関する新しい人権については31条を援用するのが体系的

31条と行政手続

Q不利益処分に対して行政手続法の適用除外を設けて告知聴聞の機会を与えないことは31条に反するのか
※31条は直接的には刑事手続に関するものだが…

A行政手続についても31条が類推ないし準用されうるが、「行政処分によって制限を受ける権利利益の内容／性質／制限の程度」VS「行政処分により達成しようとする公益の内容／程度／緊急性」を総合考慮して31条の保障が及ぶかどうかを決すべき

　　①31条が刑事手続のみを規定するのは、近代消極国家のもとでは刑罰権が国民の権利や自由に対する最大の脅威であったからにすぎず、今日の福祉国家理念のもとでは行政権の行使による権利や自由の侵害の危険性が大きい

　　②行政手続は行政目的によって多種多様であり、適正手続を例外なく認めることは、行政目的の円滑迅速な達成を阻害する場合もあり得る

35条38条と行政手続
Q行政手続についても、35条や38条は適用されるのか
※35条38条は直接的には刑事手続に関するものだが…
Ａ実質的に刑事責任追及のための資料の取得収集に直接結びつく作用を一般的に有する手続には類推適用される
①今日の福祉国家理念のもとでは行政権の行使による権利や自由の侵害の危険性が大きい

　　②行政手続にまったく及ばないとすると、実質的な刑事責任の追及を、形式的に行政手続とすることによって、35条38条の保障を有名無実化する
生存権の法的性格

Q25条は単なるプログラム規定なのか（法規範性はあるのか）
※資本主義社会では自助の原則が妥当するし、生存権実現には予算が必要だが…

A25条は人権規定であり、国民の法的権利と国の法的義務が認められる

　　①資本主義社会の弊害を解決するための権利なのだから、法的権利と捉えるべき

　　②予算も法規範である以上、憲法の拘束を受けるべき

　　③25条は文言上「権利」としている

Q25条に裁判規範性はあるか＝直接25条を根拠として立法不作為の違憲確認はできるか

A抽象的権利であって、法律による具体化が必要である
　　①「健康で文化的な最低限度の生活」というのは、極めて抽象的相対的な概念であって、それだけでは裁判の基準になりえない

　　②生存権実現のための方策は、複雑多岐かつ高度な専門技術的な考察と政策的判断を必要とする

25条1項と2項の関係

Q1項と2項の関係をどう考えるか

※1項は救貧政策、2項を防貧政策として分離する見解もあるが…

A　1項は主観的権利としての生存権を直接規定し、2項はその権利に対応した国の責務を定めたもの

　　①現実には防貧政策も救貧政策の一環として行われており、両者を併せて「最低限度の生活」が維持されているのが現状

生存権の違憲審査基準

Q生存権の違憲審査基準はいかにすべきか

A憲法の趣旨にこたえてどのような立法措置を講ずるかは、立法府の広い裁量に委ねられており、それが著しく合理性を欠き明らかに裁量の逸脱濫用といえる場合を除いては合憲
　　①「健康で文化的な最低限度の生活」というのは、極めて抽象的相対的な概念であって、具体的内容は文化の発達の程度／経済的社会的条件／一般的な国民生活の状況－などとの相関関係で判断される
　　②生存権実現のための方策は、複雑多岐かつ高度な専門技術的な考察と政策的判断を必要とするものである
教育を受ける権利の法的性格

Q26条に法規範性はあるか

A認められる

　　①「法律の定めるところにより」は法律がなければ権利がないことを意味するものではない

Q26条を根拠に、教育に必要な費用の支給を国に請求（社会権的側面）できるか

A26条は抽象的権利であり、具体的な給付請求権が発生するものではない

　　①権利実現のための方策は多様であり、客観的な権利の内容は確定できない
心身障害児の教育を受ける権利

Q合格ラインにいる身体障害児の障害を理由に入学不許可を行うことができるか

A条件整備ができるかどうかを検討せずに入学を許可しないのは、教育の機会均等を規定する26条1項に反する

　　①教育を受ける権利は、教育の機会均等を実現するための経済的配慮を国家に要求する権利にとどまらず、子どもは教育を受けて学習し、一個の人間として発達成長していく固有の権利を有しており、そのために必要かつ合理的な教育制度を整えて適切な教育の場を提供することを国家に要求する権利である
　　②「その能力に応じて、ひとしく」とは、一般的平等原則の確認にとどまらず、子どもの心身の発達機能に応じた教育の保障を意味し、障害児のためには健常者以上の条件整備を積極的に要請する意味をも含んでいる
教育内容決定権
Ｑ子どもの教育の内容は誰が決めるのか
Ａ国家は国政の一部として広く適切な教育政策を樹立実施すべく、憲法上は、子ども自身の利益擁護／子供の成長に対する社会公共の利益と関心にこたえるため、必要かつ相当と認められる範囲において、教育内容についても決定する権能を有するが、子供が自由かつ独立の人格として成長することを妨げるような国家的介入は許されない
　　①教育を受ける権利は、教育の機会均等を実現するための経済的配慮を国家に要求する権利にとどまらず、子どもは教育を受けて学習し、一個の人間として発達成長していく固有の権利（学習権）を有しており、そのために必要かつ合理的な教育制度を整えて適切な教育の場を提供することを国家に要求する権利である

　　②教育決定権の所在も、子どもの学習権を中心に考えるべきである

　　③教師は、学問研究の結果を教授する自由（23）を有しているが、児童生徒は批判能力や選択可能性が十分でなく、教育の機会均等から全国的に一定の学習水準を確保する要請があることを考えれば、その自由も一定の範囲にとどまる
　　④親も、子女の教育の自由を有するが、それは主として家庭教育など、学校外における教育や学校選択の自由にあらわれるものである
　　⑤教育に政治的影響が深く入り込む危険があることを考えるときは、国家的介入についてはできるだけ抑制的であることも要請される
義務教育の無償の範囲

Q26条2項後段は何の無償を指すか

A教育提供の対価たる授業料の無償

　　①一切の必要費では無限定
　　②保護者は子女を教育すべき責務を負っている
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